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第１ 監査の請求 

１ 住民監査請求書の提出 

令和８年８月５日（同月４日付けの住民監査請求書が郵送で到達した日） 

 

２ 請求人  

   略 

 

 

３ 請求の要旨  

知事は、令和７年７月９日付けで、株式会社Ａ（以下「Ａ社」という。）に対し、Ａ社

の飲食店舗の喫煙専用室（以下「本件喫煙所」という。）に関して、令和７年度大阪府公

衆喫煙所設置補助金の交付を決定した（以下「本件補助金」という。）。本件補助金は、

同年10月17日の交付額確定後、遅くとも令和８年５月頃以降には、交付対象となる喫煙

所の要件であり、交付額確定の前提となっていた一般開放の表示が確認できない状態に

あり、補助事業の内容と異なる運用又は交付目的に反する使用が行われている疑いがあ

るにもかかわらず、知事は必要な調査を行わず、交付決定の全部若しくは一部の取消し

及びＡ社に対する補助金の全部又は一部の返還請求その他必要な財務会計上の措置を

講じていないとして、知事に対し、本件喫煙所が、交付額確定後も大阪府公衆喫煙所設

置補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）に定める要件を満たしているか等の調査

を行うこと、交付要綱上の要件違反又は補助金の交付目的に反する使用等が認められた

場合には、その内容、程度及び期間に応じて、交付決定の全部又は一部を取り消し、Ａ

社に対して補助金の全部又は一部の返還を請求する等の所要の措置を講じることを求

めるもの。 

 

第２ 請求の受理 

本件住民監査請求は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第242条

第１項に定める要件を具備しているものと認め、受理することとした。 

 

第３ 監査の実施 

 １ 監査対象事項 

(1) 本件補助金の支出 

(2) 本件補助金の交付後において、交付決定の全部又は一部の取消しが必要な場合に、

Ａ社に対して本件補助金の全部又は一部の返還請求をしていないという違法又は不
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当に債権の管理を怠る事実の存否 

 

２ 監査対象機関 

大阪府健康医療部（以下「健康医療部」という。） 

 

３ 請求人の陳述 

法第242条第７項の規定により、令和８年９月４日に請求人に対して証拠の提出及び

陳述の機会（以下「請求人陳述」という。）を設け、同条第８項の規定に基づき、関係職

員として健康医療部の職員４名を立ち会わせた。 

同日、請求人から別紙１のとおり陳述があった。また、請求人陳述に際し、同日付け

の陳述書が提出された。 

なお、同年８月26日、前記第１の２の請求人から、株式会社Ｂ（以下「Ｂ社」という。）

に対して交付された令和７年度大阪府公衆喫煙所設置補助金に関する住民監査請求書

が提出され、同月28日、受理した（以下、この請求を「第２請求」という。）。本件の請

求人陳述及び後記４の監査対象機関の陳述は、第２請求と同時に実施したものである。 

ただし、今回の監査結果は、同月５日に提出された前記第１の１の住民監査請求に関

する結果である。 

 

４ 監査対象機関の陳述 

監査対象機関に対し、令和８年９月４日、法第242条第８項の規定に基づく陳述の機

会（以下「関係職員陳述」という。）を設けたところ、別紙２のとおり陳述があった。こ

の陳述に対して、請求人から別紙３のとおり意見があった。 

 

５ 実地監査 

令和８年８月24日、監査委員事務局職員が健康医療部に対し監査を実施し、大阪府公

衆喫煙所設置補助金（以下「公衆喫煙所補助金」という。）に関し、交付要件、申請から

補助金交付までのフロー、検査の方法、本件補助金の交付とその後の経過等、本件補助

金の交付に係る証拠書類等の確認を行うとともに、聴取を行った。 

 

第４ 監査の結果 

１ 事実関係 

本件住民監査請求に関して行った前記第３の５の実地監査、請求人が提出した事実証

明書、前記第３の３の請求人陳述の内容、前記第３の４の関係職員陳述の内容などから、
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監査を実施した限りにおいて認められる事実は、次のとおりである。 

 

(1) 大阪府受動喫煙防止条例の全面施行について 

健康増進法（平成 14年法律第 103号）が平成 30年に改正され、飲食店は原則とし

て屋内禁煙となり、所定の基準を満たした喫煙専用室等のみ喫煙が可能となった。ま

た、客席面積 100㎡以下など一定の要件を満たす既存店舗の飲食店については、経過

措置として、店内での喫煙を可能とする特例が設けられた。 

一方、平成 31年に制定された大阪府受動喫煙防止条例（平成 31年大阪府条例第４

号。以下「条例」という。）は、段階的施行を経て、令和７年４月１日に全面施行され、

府内の客席面積が 30 ㎡を超える飲食店は原則屋内禁煙となったことから、府内の飲

食店では、健康増進法を上回る規制が行われることとなった。 

なお、条例の制定について審議した府議会の平成 31 年２月定例会健康福祉常任委

員会では、次の附帯決議が付された。 

「国においては「望まない受動喫煙」を防止するため、健康増進法の一部が改正

され、2020年の全面施行に向けて対策が進められている状況である。 

大阪府が制定する条例は、改正法を上回る規制により、府民や事業者等の権利を

制限することから、慎重な対応を要する。 

以上により、第 79 号議案 大阪府受動喫煙防止条例の件については、知事及び

執行機関は、次の点に留意することを求める。 

一 規制対象となる飲食店に対して十分な財政的、技術的支援を行うこと。 

二 規制対象となる飲食店に対する支援策が有効に活用されるように事業者へ

広く周知するとともに、活用状況を見ながら必要に応じて制度の見直し等を検

討すること。 

三 附則第３条第９項の施行に当たっては、施行期日の少なくとも１年前を目途

に受動喫煙の防止に関する府内の進捗状況を把握し、府民や事業者等の意見を

十分に聞いた上で必要な措置を検討すること。 

四 2025年の大阪・関西万国博覧会の開催を見据え、公衆喫煙所や屋外喫煙場所

等の整備を積極的に行うこと。」 

 

(2) 受動喫煙防止のための府の補助金について 

ア 大阪府受動喫煙防止対策補助金 

大阪府受動喫煙防止対策補助金（以下「受動喫煙防止補助金」という。）は、補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30年法律第 179号）、補助金等
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に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30年政令第 255号）、大阪府

補助金交付規則（昭和 45 年大阪府規則第 85 号。以下「規則」という。）及び大阪

府受動喫煙防止対策補助金交付要綱に基づき、条例の規制対象となる飲食提供施設

の事業主が実施する喫煙専用室等の設置、店内の全面禁煙に伴う改修等を行う事業

に対して補助することにより、府内受動喫煙防止対策を促進することを目的として、

令和元年度から制度化されたものであり、令和６年度末をもって廃止された。 

 

イ 公衆喫煙所補助金 

公衆喫煙所補助金は、規則及び交付要綱に基づき、府内に公衆喫煙所を設置する

民間事業者が喫煙所の設置及び改修を行う事業に対して補助することにより、望ま

ない受動喫煙を減少させ、府内の受動喫煙防止対策を促進することを目的に、前記

(1)の条例の全面施行に併せて、令和７年度から制度化されたものである。 

 

(3) 公衆喫煙所補助金について 

ア 交付要件等 

(ｱ) 公衆喫煙所補助金の交付対象となる喫煙所 

交付要綱で定められた公衆喫煙所補助金の交付対象となる公衆喫煙所は、次に

掲げる要件を満たすものであって、健康増進法第 28 条第６号に規定する第二種

施設内に設置する喫煙所（以下「屋内喫煙所」という。）及び屋外喫煙所がある。 

(ｲ) 屋内喫煙所及び屋外喫煙所の要件 

ａ 一般に開放され、容易に利用でき、かつ利用料は無料であること。 

ｂ 喫煙所の出入口に、当該喫煙場所が一般に開放された場所である旨が分かる

標識を掲示すること。なお、掲示する標識は、誰もがその内容を理解できるも

のであることに十分留意すること。 

ｃ たばこ事業法（昭和 59年法律第 68号）第２条第３号に掲げる製造たばこで

あって喫煙用に供されるもの及び同法第 38 条第２項に規定する製造たばこ代

用品が喫煙可能であること。 

ｄ 望まない受動喫煙が生じないよう配慮した場所に設置し、周辺環境に配慮し

た運営を行うこと。 

ｅ 健康増進法及び「屋外分煙施設の技術的留意事項」（平成 30 年 11 月９日付

け健発 1109第６号厚生労働省健康局長通知）を遵守すること。 

(ｳ) 前記(ｲ)のほか屋内喫煙所の要件 

屋内喫煙所は、次の要件を満たす必要がある。 
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a  出入口及び給気口以外には非喫煙区域に対する開口面がほとんどなく、専ら

喫煙のために利用されることを目的とすること。 

b  たばこの煙を可能な限り吸引し、「屋外に排出することができる排気装置」が

設置され、かつ、排気したたばこの煙が、人の往来の多い区域や他の建物の開

口部に流入しないよう配慮されていること。ただし、構造上新たに「屋外に排

出することができる排気装置」を設置することが困難な場合等には、次に掲げ

る脱煙機能を有すること。 

(a) 総揮発性有機化合物の除去率が 95％以上であること。 

(b) 室外に排気される空気における浮遊粉じんの量が 0.015mg/㎥以下である

こと。 

c  非喫煙区域から喫煙室内に向かう気流の確保（喫煙室の入口において、喫煙

室内に向かう風速が 0.2ｍ/s以上）等、たばこの煙が非喫煙区域に流出するこ

とがないよう対策が講じられていること。 

(ｴ) 補助対象者、補助対象事業及び補助対象経費について 

交付要綱第４条乃至第６条に、補助対象者、補助対象事業及び補助対象経費に

ついて定められている（別紙４参照）。 

 

イ 公衆喫煙所補助金の交付に係る手続 

公衆喫煙所補助金の交付に係る手続は、次の(ｱ)乃至(ｹ)の順に進められる。 

(ｱ) 事前相談（主に電話で、事業者から喫煙室を設置しようとする場所、仕様等に

ついて聞き取り、公衆喫煙所補助金の要件に該当するかどうか確認） 

(ｲ) 事業者による交付申請（工事着手前） 

(ｳ) 府での書類審査・補助金の交付の決定 

(ｴ) 事業者による工事契約・施工・支払完了 

(ｵ) 実績報告書の提出（補助事業を完了した日の翌日から起算して 30日以内又は

補助事業の完了日の属する年度の翌年度４月10日のいずれか早い日までに報告） 

(ｶ) 府による書類審査・現地実地検査（事業者からの実績報告書をもって書類審査

及び検査を実施。必要に応じて、電話によるヒアリングや現地確認等も実施） 

(ｷ) 府による補助金額の確定 

(ｸ) 事業者からの補助金の請求 

(ｹ) 府から事業者への補助金交付（振込） 

 

ウ 公衆喫煙所補助金交付後の確認等 
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交付要綱第 16 条第１項では、公衆喫煙所補助金の交付を受けた事業者は、補助

対象施設に設置をした喫煙所については、補助対象事業の完了後においても、適切

に管理し、受動喫煙を防止するために、その効率的な運用を図らなければならない

とされており、財産処分制限期間（規則第 19条に定める期間（交付要綱第 17条第

１項の規定により、事業の完了の日の属する年度の終了後５年間））を経過するま

での間、知事から指示があった場合には、公衆喫煙所の運用状況に係る現状報告を

知事に提出するものとされている。 

 

(4) 本件補助金の交付に至る経過について 

ア 令和７年６月 12 日付けで、Ａ社は、知事に対し、令和７年度大阪府公衆喫煙所

設置補助金交付申請書を提出した。この申請書及びその添付書類には、大阪市内の

飲食店舗の１階に面積 1.2㎡（定員３名）の屋内喫煙所を設置すること、事業費は

1,690,000円であることなどが記載されており、店舗の図面、工費の見積書等が添

付されていた。 

 

イ 令和７年７月９日付けで、知事は、Ａ社に対し、前記アの補助金交付申請に基づ

き、845,000円（事業費 1,690,000円に屋内喫煙所設置事業の補助率 1/2を適用）

を交付する旨の交付決定を行った。 

 

ウ 令和７年９月 29 日付けで、Ａ社は、知事に対し、補助金の精算額を 845,000 円

とする令和７年度大阪府公衆喫煙所設置補助金実績報告書を提出した。この実績報

告書に添付された事業結果概要報告書には、「屋内にだれでも使える喫煙所を設置

利用客以外にも使えるように運用している。」と記載されていた。また、工事業者か

らの同月５日付けの請求金額 1,690,000 円の請求書、工事業者への同月 22 日の振

込明細書、同日付けの工事業者の領収書、店頭及び本件喫煙所の写真が添付されて

おり、店頭の写真には「店内喫煙室あります。皆さま吸っていただけます。」と記載

された標識が、本件喫煙所の入口付近の写真には「どちらさまでも、吸っていただ

けます。」との標識が写っていた。 

 

エ 前記ウの実績報告書の提出を受けて、令和７年 10 月９日、健康医療部の職員２

名が検査員としてＡ社の補助事業の検査を実施し、同月 17 日付けで検査調書を作

成した。この検査調書には、証拠書類の整備状況として「適正」、検査内容として

「事業者から提出を受けた書類等により、事業が完了していることを確認した。補
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助金により設置された喫煙専用室の技術的基準（風速等）については実施検査を行

い、基準を満たしていることを確認した。事業実績額については、実績報告書やそ

の根拠資料等により、適正に執行していることを確認した。」、検査評価として「適

正」と記載されていた。 

検査では、書類等の確認において実績報告書、同年９月 22 日付けの施工業者の

領収書等の確認を行い経費執行の適正性を確認し、実地検査では検査員がＡ社の店

舗へ赴き、風速測定器等を用いて気流テストを実施し、技術的基準である「風速

0.2m/秒以上（逆流防止）」を満たしていることを確認していた。 

 

オ 令和７年 10月 17日付けで、知事は、Ａ社に対し、大阪府公衆喫煙所設置補助金

交付額確定通知書により補助金の額を 845,000円に確定する旨通知し、その後補助

金を支払った。 

 

(5) その後の経過について 

ア 令和８年８月５日、本件住民監査請求が提出された。 

 

イ 本件住民監査請求を受け、令和８年８月 25 日、健康医療部の職員は、Ａ社の店

舗を訪問し、店長（本件補助金の申請者であるＡ社代表取締役）に一般開放を示す

標識に関する聴き取りを行った。 

その結果、前記(4)ウの実績報告時には掲示されていたＡ社の店頭及び本件喫煙

所出入口付近の一般開放を示す標識が、同年２月頃から未掲示の状態となっていた

ことが判明した。 

健康医療部の職員は、Ａ社に対し、店頭及び本件喫煙所出入口付近に一般開放を

示す標識を再掲示するよう指導したところ、Ａ社は、公衆喫煙所としての運営を継

続することについての意思を示すとともに、標識掲示に係る不備について謝罪し、

同年８月 25日中に、「どなた様もご利用可能です」と明記した標識を店頭及び本件

喫煙所出入口付近に再掲示したことを写真添付の上で府に報告した。 

なお、健康医療部職員の聴き取りによると、Ａ社では、公衆喫煙所としての本件

喫煙所の管理は店長又はその妻であるスタッフが行っており、一般開放を示す標識

が失われていた期間中（同年２月頃から同年８月 25 日に再掲示が行われるまでの

間）についても、一般開放する意思と体制を継続しており、この間に本件喫煙所を

他の目的に転用した事実はなく、休止することなく運用を維持していたとのことで

あった。 
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ウ 本件住民監査請求時点（令和８年８月５日）において、知事は、本件補助金につ

いて交付決定の取消し及び返還請求を行っていない。 

 

(6) 令和７年度大阪府公衆喫煙所設置補助事業の実績等 

令和７年度大阪府公衆喫煙所設置補助事業の実績は、次の表のとおり７件である。

本件住民監査請求を受け、健康医療部の職員がＡ社及びＢ社以外の５件の公衆喫煙所

の一般開放を示す標識の設置状況についても確認を行ったところ、問題となる公衆喫

煙所はなかった。 

 件数 補助金の合計金額 

屋内喫煙所 ４件 4,763,000円 

屋外喫煙所 ３件 8,458,000円 

合計 ７件 13,221,000円 

 

２ 判断 

(1) 請求人の主張 

ア 請求人は、概ね、本件補助金について、交付額確定後、遅くとも令和８年５月頃

以降には、本件喫煙所における一般開放の表示が確認できない状態にあり、補助事

業の内容と異なる運用又は交付目的に反する使用が行われている疑いがあるにも

かかわらず、知事が必要な調査を行わず、交付決定の取消し及び返還請求等の措置

を講じる等をしないことは、府の財産の管理又は行使を違法若しくは不当に怠るも

のであるとして、知事に対し、交付要綱に定める要件を満たしているか等の調査を

行うことや、交付決定の全部又は一部を取り消し、補助金の全部又は一部の返還請

求を行うなど９項目にわたる措置を講じることを求めている。 

 

イ この点、本件住民監査請求書には、「本件請求は、令和７年７月９日の交付決定、

同年 10月 17日の交付額確定又は同月 28日の支出命令の当時から違法であったこ

とのみを問題とするものではない」との記載があることから、請求人の主張は、本

件補助金が、上記の交付決定等の当初から違法性を帯びていることを含む趣旨であ

るとも解される。 

しかしながら、前記１(3)ア及びイ並びに(4)ア乃至オで認定した事実によれば、

本件補助金に係る交付決定等は、交付要綱所定の要件を充足し、かつ、所定の手続

を履践して行われたことが認められることから、本件補助金が、交付決定等の当初
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から違法であったことを前提とする主張は理由がない。 

 

ウ したがって、以下においては、本件補助金について、適法に交付額が確定された

後、令和８年２月頃以降には、本件喫煙所における一般開放の表示が確認できない

状態にあり、補助事業の内容と異なる運用又は交付目的に反する使用が行われてい

たとして、これにより、交付決定の取消し及び返還請求等の措置を講じるべきであ

ったか否かについて検討することとする。 

 

(2) 補助金の交付決定の取消しの判断について 

規則第 15 条第１項第１号では、補助金の他の用途への使用をし、その他補助事業

に関して補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令等又はこれに

基づく知事の処分に違反したときは、知事は、補助金の交付の決定を取り消すものと

する旨が定められ、規則第 16 条第１項では、知事は、補助金の交付の決定を取り消

した場合において、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付され

ているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする旨が定められている。こ

れらは、補助金の額の確定があった後においても同様とされている。 

なお、交付要綱第 14条にも、規則第 15条第１項第１号と同旨の定めが置かれてい

る。 

一方、規則第 11 条には、補助事業が補助金の交付の決定の内容又はこれに付した

条件に従って遂行されていないと認めるときは、補助事業者に対し、これらに従って

当該補助事業を遂行すべきことを命ずるものとすること（第１項）、補助事業者がこ

の命令に違反したときは、当該補助事業の遂行の一時停止を命ずるものとすること

（第２項）、補助事業の遂行の一時停止を命ずる場合において、補助事業者が当該補

助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合させるための措置を知事の指

定する日までにとらないときは、規則第 15 条第１項の規定により当該補助金の交付

の決定の全部又は一部を取り消す旨を明らかにするものとすること（第３項）が定め

られている。 

また、規則第 14条第１項では、知事は、規則第 12条の規定による実績報告を受け

た場合において、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこ

れに附した条件に適合しないと認めるときは、当該補助事業につき、これに適合させ

るための措置をとるべきことを当該補助事業者に対して命ずるものとすると定めら

れている。 

以上の規定からすると、規則第 15 条第１項第１号では、補助金の交付要件違反等
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の所定の場合に、知事は、補助金の交付の決定を「取り消すものとする」旨が定めら

れているものの、補助金の交付要件に違反した事実があったとしても、そのことをも

って、知事は、直ちに交付決定を取り消さなければならないものではないと解される。

すなわち、規則第 11条や第 14条等による命令のほか、任意の指導によって是正を図

ることは、補助事業の目的に照らし、明文の根拠はないものの認められており、交付

決定の取消しは、補助事業者に対して与える影響を考慮すると、これらの手段を尽く

してもなお是正が期待できず、諸事情を総合的に勘案の上知事が補助事業の目的の遂

行ができないと判断する際にとるべき最後の手段として用意されているものと解さ

れる。 

 

(3) 本件喫煙所に係る交付決定の取消し及び返還請求の要否について 

ア 本件補助金に係る一般開放を示す標識については、前記１(4)ウ及び(5)イのとお

り、Ａ社が実績報告書を提出した令和７年９月時点では店頭及び本件喫煙所の出入

口付近に掲示されていたものの、令和８年２月頃から掲示されない状態となってお

り、同年８月 25 日に健康医療部の職員がＡ社に指導を行ったことにより同日中に

是正されたことが認められる。 

そうすると、Ａ社は、同年２月頃から同年８月 25 日までの間、公衆喫煙所補助

金の交付要件のうち、「喫煙所の出入口に、当該喫煙場所が一般に開放された場所

である旨が分かる標識を掲示すること」（前記１(3)ア(ｲ)ｂ参照）に違反していた

と認められることから、規則第 15 条第１項第１号所定の「その他補助事業に関し

て補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令等に違反したとき」

に該当する状態が一時的にせよ生じていたものと言わざるを得ない。 

 

イ しかしながら、前記１(5)イのとおり、健康医療部職員の聴き取りに対し、Ａ社

は、標識掲示に係る不備について謝罪して、速やかに一般開放を示す標識を再掲示

するとともに、今後、本件喫煙所を公衆喫煙所として適正に運用していく旨を述べ

ている。加えて、当該標識が失われていた期間中についても、本件喫煙所について

一般開放する意思と体制を継続しており、この間に本件喫煙所を他の目的に転用し

た事実はなく、休止することなく運用を維持していた旨を述べているところ、Ａ社

店舗の客以外の者が本件喫煙所の利用を拒まれた事実を認めるに足りる証拠もな

いから、当該期間中、本件喫煙所が、「望まない受動喫煙を減少させ、府内の受動喫

煙対策を促進する」という公衆喫煙所補助金の目的を逸脱して使用されていたと認

めることはできない。 
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ウ 前記(2)のとおり、知事が補助金の交付決定の取消しを行うことについては、取

消要件充足の判断において諸事情を総合的に勘案する余地が認められると解され

るところ、前記(2)並びに(3)ア及びイで検討した事情に照らせば、知事が、指導に

応じて速やかに一般開放を示す標識を再掲示したＡ社に対し、本件喫煙所の公衆喫

煙所としての適正な運用が図られたものとして、補助金の交付決定の取消しを行っ

ていないことが、知事の判断として誤っていたとは言えない。そして、交付決定の

取消しを行わない以上、補助金の返還を求めていないこともまた、違法又は不当と

は言えない。 

なお、請求人は、一般開放を示す標識が失われていた期間に相当する補助金につ

いて、交付決定の一部取消し及び補助金の一部返還をも求めているが、前記イのと

おり、当該期間においても、本件喫煙所が公衆喫煙所としての機能を失っていたと

認めることはできず、また、その後、適正な標識の掲示がなされているのであるか

ら、知事が当該期間に相当する部分について、交付決定の一部取消し及び補助金の

一部返還を求めないことが、違法又は不当とは言えない。 

  

(4) 結論 

以上のとおり、監査を実施した限りにおいて、知事がＡ社に対する交付決定の全部

又は一部の取消し及びそれに伴う本件補助金の全部又は一部の返還請求を行ってい

ないことに違法又は不当な点は見当たらない。 

よって、本件住民監査請求を棄却する。 

 

３ 意見 

なお、事案に鑑み、以下のとおり監査委員の意見を述べる。 

公衆喫煙所補助金の目的は、民間事業者が公衆喫煙所の設置等を行う事業に対して補

助することにより、望まない受動喫煙を減少させ、府内の受動喫煙対策を促進すること

とされている。公衆喫煙所補助金は、令和６年度末まで存続した府の受動喫煙防止補助

金とは異なり、飲食店舗の事業主が店舗利用者のために喫煙専用室を設置すること等に

対して補助するものではなく、民間事業者が公衆喫煙所を設置すること等に対して補助

するものである。 

しかるに、交付要綱上、一般開放を示す標識は、公衆喫煙所の出入口にあれば足りる

とされているところ、屋内公衆喫煙所の場合には、店頭に一般開放を示す標識が掲示さ

れていなければ、店舗の客以外の者にとっては公衆喫煙所の存在を知ることができず、
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容易に利用できるものとは言い難く、ひいては、路上喫煙等による受動喫煙対策の促進

に寄与しないおそれがある。 

したがって、屋内公衆喫煙所を設置する場合には、公衆喫煙所の出入口のみならず、

店頭にも一般開放を示すわかりやすい標識を設置することを交付要件に明確に位置付

けるなど、一般の利用者が容易に利用できる手法について検討されたい。併せて、補助

事業者において、前記１(3)ウの財産処分制限期間中、一般開放を示す標識が設置され、

公衆喫煙所としての適正な運用が図られることを担保する手法について検討されたい。 
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（別紙１）請求人陳述（略） 

（別紙２）関係職員陳述（略） 

（別紙３）関係職員陳述に対する請求人の意見（略） 

（別紙４）関係法令等（抄）（略） 

 


